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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第183期

第１四半期連結累計期間
第184期

第１四半期連結累計期間
第183期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

売上高（百万円） 20,095 12,373 85,166

経常利益（百万円） 2,054 635 6,232

四半期（当期）純利益（百万円） 1,088 308 4,469

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
838 △128 5,205

純資産額（百万円） 50,316 53,785 54,276

総資産額（百万円） 111,112 125,847 123,192

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
7.54 2.14 30.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 45.2 42.7 44.0

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第1四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、東日本大震災からの復興需要などにより、生産や設備投資に持ち直

しの動きが見られますが、先行きは欧州債務危機問題の世界経済への悪影響が懸念されます。

　このような経営環境のもと、当第１四半期連結累計期間の当社グループの売上は、鉄道車両や輸送用機器の売上

が減少したことなどから、前年同四半期比３８.４％減少の１２３億７３百万円となりました。利益面につきまし

ては、営業利益は７１.３％減少の５億６３百万円、経常利益は６９.０％減少の６億３５百万円、四半期純利益は

７１.６％減少の３億８百万円となりました。

　セグメント別状況は以下のとおりであります。

①鉄道車両事業

　名古屋鉄道、名古屋市交通局向け電車などを納入しましたが、当連結会計年度は第２四半期以降に売上が集中す

る見込みであるため、売上高は２５億２２百万円と前年同四半期比７４.０％減少となりました。

②輸送用機器・鉄構事業

　輸送用機器におきましては、コンテナ貨車や石灰石ホッパ貨車などの売上があったほか、貯槽などが堅調に推移

しましたが、大型陸上車両の売上が端境期となったことから、売上高は２２億１２百万円と前年同四半期比

２３.４％減少となりました。

　鉄構におきましては、工事進行基準案件として中部地方整備局向け八ッ溝高架橋、堀越西高架橋、近畿地方整備

局向け土井川橋などのほか、架設工事として六番町跨線橋、八十川跨線橋などの売上があり、売上高は１６億

１８百万円となり、前年同四半期比３２.０％増加しました。

　以上の結果、輸送用機器・鉄構事業の売上高は３８億３０百万円と前年同四半期比６.９％減少となりました。

③建設機械事業

　建設機械におきましては、国内向けで全回転チュービング装置や小型杭打機などの売上があったほか、アジアそ

の他の海外向けでは大型杭打機などを輸出しました。

　発電機につきましては、電力不足懸念による可搬式発電機の需要があり、売上が増加しました。

　以上の結果、建設機械事業の売上高は４３億８６百万円と前年同四半期比５.１％増加となりました。

④その他

　ＪＲ東海向けリニア用機械設備やリニア用保守用車のほか、各地のＪＡ向け営農プラントの改修工事および家庭

紙メーカー向け製紙関連設備、レーザ加工機などの売上に加えて、ゴルフ場収入、鉄道グッズ販売などがありまし

た。

　以上の結果、その他の売上高は１６億３４百万円と前年同四半期比２１.９％減少となりました。

　

(2）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は４億７百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(4）生産、受注及び販売の実績

　①生産実績　

　当第１四半期連結累計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
　　至　平成24年６月30日）　

　前年同四半期比（％）

鉄道車両事業(百万円) 10,442 ＋1.6

輸送用機器・鉄構事業（百万円） 4,741 ＋5.3

建設機械事業（百万円） 3,769 ＋5.9

その他（百万円） 1,579 △13.9

合計（百万円） 20,531 ＋1.8

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．金額は、販売価格によっております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　②受注状況

　当第１四半期連結累計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高
（百万円）

前年同四半期比
（％）　

受注残高
（百万円）

前年同四半期比
（％）　

鉄道車両事業 2,425 △74.7 148,640 ＋2.6

輸送用機器・鉄構事業 4,113 ＋13.9 15,818 ＋8.1

建設機械事業 3,761 △9.2 1,010 △44.4

その他 3,481 △0.1 5,898 ＋12.0

合計 13,782 △33.8 171,367 ＋2.9

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　③販売実績

　当第１四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
　　至　平成24年６月30日）

前年同四半期比（％）

鉄道車両事業(百万円) 2,522 △74.0

輸送用機器・鉄構事業（百万円） 3,830 △6.9

建設機械事業（百万円） 4,386 ＋5.1

その他（百万円） 1,634 △21.9

合計（百万円） 12,373 △38.4

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

　　　　２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
　　至　平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
　　至　平成24年６月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

東海旅客鉄道（株） 8,445 42.0 1,295 10.5

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。　
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(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グル－プでは、主要製品である鉄道車両や橋梁を始めとして受注生産が多くを占め、それぞれの受注単位も比

較的大きいことから、各年度の製造ないし売上の製品構成が大きく変化いたします。そのため、操業度の平準化や製

品毎に異なる仕様への効率的な対応が恒常的な課題となるだけでなく、個々の契約条件（利益率、納期、回収条件

等）の差異が、年度毎の売上高および売上総利益率を大きく左右するとともに、現預金、売上債権、たな卸資産、仕入

債務および前受金等の推移に多大な影響を与えることになります。

　鉄道車両事業は、国内市場について、新幹線を中心とした旺盛な需要が一段落するうえ、社会の少子高齢化の影響

もありこの先は市場の拡張性が乏しいと見られます。従って、重点施策の一つに、海外案件の継続的な獲得をあげ

て、早期回収条件による為替変動リスクの回避や、調達や雇用による現地貢献に十分な配慮をしつつ、米国および台

湾を中心に積極的な提案型営業活動を推進いたします。なお北米市場においては、新たに設立した鉄道車両組立工

場（米国イリノイ州）により現地一貫事業体制を構築し、市場におけるプレゼンス強化を進めてまいります。

　需要減少に直面している鉄構では、技術提案力の強化による受注確保とコスト低減に努めるとともに、周辺事業の

営業展開を進めてまいります。輸送用機器、建設機械およびその他も、設備投資の抑制基調から厳しい受注環境にあ

りますが、積極的な営業展開と市場変動に応じた生産の最適化・効率化による収益確保に努めてまいります。

　

(6）財務政策

　当社グループは、健全な財務バランスを保ちつつ、事業活動に必要な資金の安定的な確保および流動性の維持に努

めております。また、当社は親会社が運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に参画しておりま

す。資金調達について、設備投資資金は内部資金および金融機関からの長期借入金ならびに社債で調達し、運転資金

は内部資金およびＣＭＳからの短期借入金で調達しております。流動性については、資金計画に基づき想定される

需要に十分対応できる資金を確保しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 328,000,000

計 328,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月10日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 146,750,129 146,750,129

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株　

計 146,750,129 146,750,129 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成24年４月１日～

平成24年６月30日
― 146,750 ― 11,810 ― 12,038

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】　

 平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）　

普通株式  2,329,000

（相互保有株式）　

普通株式 　　15,000

― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式143,447,000 143,447 ―

単元未満株式 普通株式  959,129 ― ―

発行済株式総数 146,750,129 ― ―

総株主の議決権 ― 143,447 ―

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式2,000株が含まれております。なお、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式887株が含まれております。

②【自己株式等】

 平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本車輌製造㈱

名古屋市熱田区三本

松町１番１号
2,329,000 － 2,329,000 1.58

（相互保有株式）

日泰サービス㈱

千葉県船橋市金杉

八丁目11番２号
3,000 12,000 15,000 0.01

計 ― 2,332,000 12,000 2,344,000 1.59

　（注）　日泰サービス(株)は、当社の取引先会社で構成される持株会（サービス工場持株会　名古屋市熱田区三本松町１

番１号）に加入しており、同持株会名義で当社株式12,000株を所有しております。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平成

24年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,541 7,811

受取手形及び売掛金 ※3
 20,086

※3
 12,837

商品及び製品 1,959 1,732

半製品 1,275 1,290

仕掛品 20,855 29,821

原材料及び貯蔵品 1,407 1,796

短期貸付金 16,875 14,629

その他 5,308 6,421

貸倒引当金 △41 △39

流動資産合計 73,268 76,302

固定資産

有形固定資産

土地 17,147 17,170

その他（純額） 15,540 15,934

有形固定資産合計 32,687 33,105

無形固定資産 417 453

投資その他の資産

投資有価証券 13,759 13,177

その他 3,133 2,880

貸倒引当金 △73 △71

投資その他の資産合計 16,818 15,986

固定資産合計 49,924 49,544

資産合計 123,192 125,847

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 9,344

※3
 9,405

電子記録債務 8,474 8,626

短期借入金 470 470

1年内償還予定の社債 10,000 10,000

未払法人税等 2,158 147

前受金 18,918 23,897

賞与引当金 1,728 2,686

工事損失引当金 11 106

受注損失引当金 108 14

その他 ※3
 5,473

※3
 4,921

流動負債合計 56,686 60,275

固定負債

長期借入金 62 62

引当金 686 700

その他 11,480 11,023

固定負債合計 12,229 11,786

負債合計 68,916 72,061
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 11,810 11,810

資本剰余金 12,045 12,045

利益剰余金 27,829 27,777

自己株式 △488 △489

株主資本合計 51,197 51,143

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,070 2,713

繰延ヘッジ損益 34 △49

為替換算調整勘定 △75 △74

その他の包括利益累計額合計 3,029 2,589

少数株主持分 50 52

純資産合計 54,276 53,785

負債純資産合計 123,192 125,847
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

売上高 20,095 12,373

売上原価 16,587 10,000

売上総利益 3,508 2,373

販売費及び一般管理費 1,541 1,809

営業利益 1,966 563

営業外収益

受取利息 8 17

受取配当金 126 122

持分法による投資利益 3 1

その他 30 47

営業外収益合計 169 189

営業外費用

支払利息 45 44

環境調査費 － 28

その他 36 43

営業外費用合計 81 117

経常利益 2,054 635

特別利益

固定資産売却益 0 0

特別利益合計 0 0

特別損失

固定資産除売却損 22 41

減損損失 4 1

投資有価証券評価損 89 44

特別損失合計 116 87

税金等調整前四半期純利益 1,938 548

法人税等 847 237

少数株主損益調整前四半期純利益 1,091 311

少数株主利益 2 2

四半期純利益 1,088 308
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,091 311

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △195 △356

繰延ヘッジ損益 1 △83

為替換算調整勘定 △58 0

その他の包括利益合計 △252 △439

四半期包括利益 838 △128

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 835 △131

少数株主に係る四半期包括利益 2 2
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。これによる損益へ

の影響は軽微であります。　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

当社は取引先の債務を保証しております。リース会社等の有する割賦販売未収入金、リース債権等の残価保証額

は以下のとおりであります。

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日）

興銀リース㈱ 374百万円 興銀リース㈱ 350百万円

昭和リース㈱ 329 昭和リース㈱ 315

三井住友ファイナンス＆リース㈱ 246 三井住友ファイナンス＆リース㈱ 223

東京センチュリーリース㈱ 69 東京センチュリーリース㈱ 67

東銀リース㈱ 48 東銀リース㈱ 44

その他 7 その他 5

計 1,076 計 1,006

　

２　受取手形割引高

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日）

受取手形割引高 129百万円 88百万円

　

※３　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

第１四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連

結会計期間末日残高に含まれております。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日）

受取手形 427百万円 301百万円

支払手形 227 216

設備支払手形（流動負債「その他」） 1 6

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

減価償却費 643百万円 600百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 361 2.5平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 361 2.5平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント
その他

（注）1
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

鉄道車両

事業

輸送用機器

・鉄構事業

建設機械

事業

売上高        

外部顧客への売上高 9,713 4,115 4,173 2,092 20,095 － 20,095

セグメント間の内部売上高又

は振替高
36 － 0 158 196 △196 －

計 9,750 4,115 4,173 2,251 20,291 △196 20,095

セグメント利益 1,070 435 527 116 2,149 △183 1,966

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、車両検修設備、営農プラ

ント、製紙関連設備などの製造・販売、鋳鍛製品の製造・販売、不動産賃貸、ゴルフ場経営などを含んで

おります。

２．セグメント利益の調整額には、全社費用△235百万円、セグメント間取引消去16百万円および棚卸資産

の調整額1百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント
その他

（注）1
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

鉄道車両

事業

輸送用機器

・鉄構事業

建設機械

事業

売上高        

外部顧客への売上高 2,522 3,830 4,386 1,634 12,373 － 12,373

セグメント間の内部売上高又

は振替高
17 － 63 207 288 △288 －

計 2,539 3,830 4,450 1,841 12,662 △288 12,373

セグメント利益 54 98 680 103 936 △373 563

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、車両検修設備、営農プラ

ント、製紙関連設備などの製造・販売、鋳鍛製品の製造・販売、不動産賃貸、ゴルフ場経営などを含んで

おります。

２．セグメント利益の調整額には、全社費用△349百万円、セグメント間取引消去2百万円および棚卸資産

の調整額△27百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 7.54円 2.14円

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（百万円） 1,088 308

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,088 308

普通株式の期中平均株式数（千株） 144,442 144,414

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本車輌製造株式会社(E02134)

四半期報告書

17/18



　

 独立監査人の四半期レビュー報告書  

　 　平成２４年８月７日

日 本 車 輌 製 造 株 式 会 社　 　

  取 締 役 会 御 中 　 　

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

 
指定有限責任社員

　

業務執行社員
 公認会計士 平野　善得

 
指定有限責任社員

　

業務執行社員　
 公認会計士 水野　裕之

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本車輌製造株

式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２４年４

月１日から平成２４年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２４年４月１日から平成２４年６月３０日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本車輌製造株式会社及び連結子会社の平成２４年６月３０日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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